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グローバルEV関連株ファンド
（為替ヘッジあり/為替ヘッジなし）愛称：EV⾰命

2018年12⽉25⽇ 臨時レポート

追加型投信／内外／株式 ※課税上は株式投資信託として取扱われます。

⽶国株式の急落について
⽇頃より弊社ファンドをご愛顧賜り誠にありがとうございます。
本レポートでは12⽉24⽇の⽶国株式の急落についてご報告いたします。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネジャー他）の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を約
束するものでもありません。

基準価額・純資産総額の推移（設定⽇（2018年１⽉24⽇）〜2018年12⽉21⽇）

当ファンドの設定来の騰落率（2018年12⽉21⽇現在）は、「為替ヘッジあり」が▲29.2%、「為替ヘッジ
なし」が▲29.3%となりました。（詳細は2ページ以降をご覧下さい）

【為替ヘッジあり】 【為替ヘッジなし】

※基準価額推移のグラフにおける分配⾦再投資基準価額およびファンドの騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配⾦を決算⽇に再
投資した修正基準価額をもとに算出、表⽰ ※騰落率は実際の投資家利回りとは異なります ※過去の実績は、将来の運⽤結果を約束するものではあ
りません。
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17/12 18/2 18/4 18/6 18/8 18/10 18/12⽶国ではメキシコ国境の壁建設費⽤について与野党が対
⽴したことから、⽶政府機関の⼀部が22⽇から閉鎖され
ており、市場では⽶政治の停滞懸念から⽶国株の売りが
広がりました。

また、欧州や中国景気の減速を受けて、2019年の⽶企
業の成⻑鈍化が懸念される⼀⽅、⽶連邦準備理事会
（FRB）は引き続き利上げを継続すると表明しており、
⽶国経済に対する不透明感も⾼まったことから、クリス
マス休暇前の薄商いも⼿伝って⼤幅な⽶国株安につなが
りました。

⽶ドルは円をはじめ⼤半の主要通貨に対して下落してお
り、⾜元では1⽶ドル110円台前半と4ヵ⽉ぶりの⽶ドル
安円⾼となっています。

⽶政府機関の⼀部閉鎖は25⽇現在も続いており、次に上
下院で採決が実施される可能性があるのは27⽇となりま
す。しかし、過去に⽶政府機関が閉鎖された際と⽐較し
ても、今回は与野党の溝が深く、早急な解決に向けた緊
迫感が⾒られないことから、年明けまで再開されない可
能性も指摘されています。

⽶国の政策問題や経済に対する不透明感は今後も続くも
のと⾒られており、⽶国株価の推移にも引き続き注意が
必要です。 （次⾴に続く）

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネジャー他）の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を約
束するものでもありません。

⽶国株が⼤幅下落

12⽉24⽇の⽶国株は主要3指数が全て⼤幅下落しました。
NYダウ⼯業30種平均の終値は21,792.20⽶ドルと前営
業⽇⽐▲2.9%の下落、2017年9⽉以来の安値となりま
した。併せて⽶国⻑期⾦利が低下し、⽶ドルが売られ、
終始リスク回避的な相場展開となりました。

⽶政府や景気鈍化が懸念材料

今後の⾒通し

(2017年12⽉29⽇〜2018年12⽉24⽇)

出所：Bloomberg
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今後の⾒通し（続き）

当⾯の間は、⽶国の暫定予算不成⽴に伴う政府機関の⼀部閉鎖などを受けた株式市場や為替市場の変動に
注意が必要と考えています。これらが⾦融市場へ与える影響については、短期的には株式市場にマイナス
であると思われます。

世界政治は貿易分野等で⽬まぐるしく動いていますが、中⻑期的なEVシフトの動きに変更を促す動きは
ありません。気候変動、環境配慮に対する世界の⾒識に変化はなく、各種メディアによるこの分野の報道
は依然前向きです。

来年にかけてグローバルな⾃動⾞需要は回復の⾒込みとなっており、EV販売台数も堅調に推移する⾒込
みです。EV化と⾃動運転/コネクテッドへの動きが不可逆的になり、輸送業界の競争環境に⼤きな構造的
変化が起こることで、差別化されたビジネスモデルや参⼊障壁が⾼い企業に焦点を当てた現在のポート
フォリオが、⽬の前にある投資機会を最⼤限に獲得できると考えています。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネジャー他）の⾒⽅あるいは考え
⽅等を記載したもので当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運⽤成果等を約
束するものでもありません。
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※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

＜ファンドの⽬的＞

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主に世界の株式に投資することにより、信託財産の
成⻑を⽬指して運⽤を⾏います。

＜ファンドの特⾊＞
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■当ファンドは、マザーファンドを通じて、実質的に株式など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額
は変動します。また、外貨建資産は、為替の変動による影響も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

■信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
■投資信託は預貯⾦と異なります。
■お申込みの際には、販売会社からお渡しします「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご⾃⾝でご判断ください。
■基準価額を変動させる要因として主に、○株価変動に伴うリスク ○為替リスク ○カントリーリスク ○新興国

への投資のリスク ○信⽤リスク ○流動性リスクがあります。
ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

＜投資リスク（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

＜ファンドの費⽤（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞
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⼤和証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第108号

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商
品取引業協会

○ ○ ○ ○

取扱販売会社名 登録番号
⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問
業協会

●信託期間 2018年1⽉24⽇〜2028年1⽉24⽇（約10年）
●購⼊単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として６営業⽇⽬からお⽀払いします。
●購⼊・換⾦申込 ニューヨーク証券取引所、英国証券取引所、ニューヨークの銀⾏またはロンドンの銀⾏の休

受付不可⽇ 業⽇と同⽇の場合はお申込みできません。
●決算⽇および 毎年1⽉、7⽉の23⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配 ※分配対象額が少額な場合等には、委託会社の判断で分配を⾏わないことがあります。

＜お申込みメモ（くわしくは最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

○投資信託をご購⼊の際は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）を必ずご覧ください。
投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社の本⽀店等にご⽤意しております。

○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。
○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

＜投資信託に関する留意点＞

■委託会社（ファンドの運⽤の指図を⾏う者）
⼤和住銀投信投資顧問株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第353号

加⼊協会／⼀般社団法⼈ 投資信託協会、⼀般社団法⼈ ⽇本投資顧問業協会
■受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を⾏う者）

三井住友信託銀⾏株式会社
■販売会社

＜その他の留意点＞
●収益分配⾦に関する留意事項

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額
相当分、基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を
含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇の基準価額と⽐
べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すもので
はありません。投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻
しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった
場合も同様です。

●クーリング・オフについて
当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありま
せん。

＜委託会社およびその他の関係法⼈＞


